
 

 

 

 

 

 

 

都市型・繁華街型の地域特性 

ビル、マンションの室内 地下街 

高気密な住宅 繁華街の騒音、反響 

高齢者、障害者など情報入手困難者 

異動の激しさ（転出入とも年間約２万人） 

多様な環境 

多様な対象者 

防災無線が聞こえない 

膨大な滞留者 
 

（池袋駅一日乗降客数約２５０万人） 
（池袋駅周辺滞留者数約１５万人） 

地理不案内、情報入手困難 

防災無線を補完し、多様な手段を活用できるシステムが必要！ 
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●防災情報伝達制御システム 

都市型・繁華街型
の課題への対応 

①あらゆる場所の、あらゆる人  
 に確実に情報を伝える 

耐災害性の確保 

②最小の人数・作業で最大の 
 人数に情報を伝える 

③共倒れ・全滅しないシステム 

経済性・効率性 ④既存の伝達手段の活用 

防災情報 
伝達制御 
システム 

緊急速報メール（ｴﾘｱﾒｰﾙ） 

安全・安心メール 

防災無線（屋外、戸別） 

区ホームページ 

ＣＡＴＶ（テロップ等） 

コ
ア 

モジュール 

（参考） 
拡張時のコスト最小化 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ など 

民間事業所（放送設備） 

一
括
制
御 
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●伝達制御システムによる情報伝達イメージ 

池袋駅 

こちらは豊島区
です。 
10日午前 10
時00分に地震
がありました。 
震源地は○○
で地震の規模
はM7.0と推定
されます。 

2008/12/10 
10:06 
Fm エリアメール 
Subject エリアメー
ル 
 

こちらは豊島区です。 
10日午前10時00分に地震
がありました。 
震源地は○○で地震の規模
はM7.0と推定されます。 

 

屋外拡声機（区内全域・将来） 

Twitter 

Facebook 

全体像 

今回の 
整備範囲 

災害対策本部 

1つの端末操作で 
複数網・端末へ情報送信 

◆同報伝達機能 
◆優先情報伝達制御機能 
◆複数網自動伝達制御機能 

インターネット 

IP網 

防災行政無線網 

携帯電話網 

豊島区役所 

鉄道・繁華街（今回整備） 

商業施設等（将来） 

エリアワンセグ（将来） 

地デジ波 

警察 消防 

ﾃﾞﾊﾟｰﾄ 
緊急速報メール 

デジタルサイネージ 

放送設備（ターミナル駅） 

ＳＮＳ対応 

防災情報伝達制御システム 

安全安心メール 

関係者間の連絡手段 
（固定ＰＨＳ，テレビ会議等） 

豊島区ホームページ 

戸別受信機 

ケーブルテレビ 

鉄道 

防災行政無線 

屋外拡声機（繁華街） 
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・エリアメール（ドコモ） 
・緊急速報メール 
   （ａｕ、ソフトバンク） 
・安全・安心メール 

携帯へ 

・としまテレビ 
 （コミュニティチャンネルでの 
  テロップ放送） 
・戸別受信機 

家庭へ 

個人向け伝達手段 

伝達制御
システム 

・豊島区公式ホームページ 
・      〃     （携帯版） 

ホームページ 

・ツィッター 
・フェイスブック 

ＳＮＳ 

PULL型の伝達手段 

総務省消防庁「住民への災害情報伝達手段の多様化実証実験」 
（平成２４年１１月２０日 池袋駅帰宅困難者対策訓練） 

・高性能スピーカー（西口） 
・屋外拡声器（東口） 

防災無線 

 
・館内放送 
・デジタルサイネージ 
 

百貨店等 

・構内放送 

鉄道駅 
（ＪＲ、メトロ、西武、東武） 

・デジタルサイネージ付自販機 

自動販売機 

集団向け伝達手段 

屋 外 

情報提供ステーション 

屋 内 

ワンク
リック 
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緊急速報メール 

テロップ 

デジタルサイネージ 

《東京芸術劇場》 

《自販機型》 

複数媒体
で同時に 
情報提供 

実験の様子 

情報提供ステーション 

防災無線 
屋外ｽﾋﾟｰｶｰ 
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総
合
防
災
シ
ス
テ
ム 

●今後のシステム整備 

情報収集 

整理・分析 

新庁舎整備 
平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度～ 

新庁舎
建設 

総合防
災シス
テム 

移転、開庁 建築、内装工事 

詳細設計 調達 運用 

情報発信 

・関係者、関係機関との連絡手段確保 
・カメラ等によるリアルタイム映像 

・ＧＩＳによる映像・データの可視化 
・ＩＴの活用による自動集計 

・発信用コンテンツの作成（画像・データ） 
・防災情報伝達制御システムの活用 24 


